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デル（図-2）である。異常の検知は、正常な地震動

データを学習させたモデルに対して、異常と思われ

る地震動データを入力し、正常なデータと異常なデ

ータの再現性の差により異常の検知を行う。 

Isolation Forestはツリー構造を用いて多数のデ

ータ（図-3(a)同図の例ではⒶ〜Ⓕ）の分類を行う

決定木を用いた教師なし学習の手法の一種である。

ある特徴量の閾値をランダムに設定して特徴量を分

割し、全ての特徴量が孤立するまで分割を繰り返し

ていく（図-3(b)）。その際、正常データの特徴量は

値が近いためなかなか孤立せず、分割回数が多くな

る。一方、異常データの特徴量は正常データのそれ

と差があるため、少ない分割回数で孤立しやすくな

る。この特性から正常／異常の分類を行う。 

試行結果の例として、「ダムに発生したひび割れ

や、ダムの継ぎ目の開きなどによる、ダムの固有振

動数の低下を想定したデータ」を異常データとし、

それに該当しない60波形のデータを正常データとし

て評価した。学習結果を踏まえ、表-1に示すように、

異常データと正常データ（このデータは学習データ

には用いていない）の判定を行った。試行の結果、

Auto Encoderによる異常判定がIsolation Forestに

比べて検出割合が高い結果となった。 

なお、現時点では特定のダムのみでの試行である。

そのため、試行を継続・拡大しつつ、学習用データ

を蓄積することにより、異常検知の精度をより向上

させていく必要がある。 

 

３．研究の成果と今後の予定 

本研究により開発を行ったシステムは、情報をメ

ールで配信することに加え、国土交通省内のネット

ワークシステムでの閲覧も可能である（図-4）。本

研究の成果により地震発生直後予想される被害の有

無や程度等を推定し、国土交通省内のダム管理関係

者間で情報共有を早期に行うことが可能となった。 

今後は、国土交通省内において、即時推定システ

ムの普及に必要な、ダム管理所から地震動データを

送信するための地震動データ収集システム導入をす

すめるとともに、地震動データ収集システムによる

地震動データの収集を行い、学習用データを蓄積す

ることにより、異常検知の精度をより向上させてい

く予定である。 

☞詳細情報はこちら 
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図-2 Auto Encoder の概要 

 
(a)Isolation tree (b)特徴量による分割 

図-3 Isolation Forestの概要 
 

表-1 試行結果の例 

 
 

 
図-4 Webブラウザによる推定結果の閲覧事例 
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現場技術力の向上の支援 
 

 

国の機関や地方公共団体等からの技術相談の対応状況 

１．はじめに 

国総研では、国の機関や地方公共団体等に対し、

政策実施・事業施行に関する様々な技術支援を実施

している。その一環として、国総研が知見・ノウハ

ウを持つ住宅・社会資本分野における技術的な相談

に対しての技術指導や専門家の派遣を継続的に行っ

てきている。以下では、技術相談の受け付け体制と

2023年の実績を紹介する。 

 

２．技術相談窓口 

 技術相談は、地方整備局の相談窓口を通じて受け

付けている他、国土交通省内からの相談や急を要す

る相談に対応できるように、一元的な「国総研技術

相談窓口」を2014年12月から設置しており、国総研

が担当するあらゆる分野・施設に関する相談事項を

ワンストップで受け付けている。また、技術者が気

軽に問い合わせることができるようにすることも考

慮し、国総研の各分野の専門家の顔が見える窓口と

している（図-1）。 

 

図-1 国総研技術相談窓口 

 

さらに、港湾・海岸・空港施設の着実かつ効果的

な整備及び維持管理を支援するため、国立研究開発

法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研

究所と連携して、「港湾技術センター」及び「久里

浜LCM支援総合窓口」を設置している（図-2）。

港湾技術センターでは、主に調査・設計・施工につ

いて、また、久里浜LCM支援総合窓口では、主に維持

管理について、地方整備局・港湾管理者などからの

技術的な相談をワンストップで受け付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 港湾技術センター・久里浜LCM支援総合窓口 

 

３．技術指導の実績 

昨年の分野別の技術相談の対応件数は表のとおり

である。 

 

表 分野別技術相談対応件数（2023年） 

分野 件数 

下水道 31

河川 645

土砂災害 149

道路 158

建築・住宅・都市 123

港湾・沿岸海洋 316

空港 127

港湾情報化支援 16

社会資本マネジメント等 93

合計 1658

 

４．おわりに 

 現場で発生した技術相談への対応が新たな研究課

題の抽出につながる場合もある。引き続き、現場で

発生した問題に対しての技術指導に取り組んで参り

たい。 
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